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2024.4月改正 労働安全衛生法
化学物質管理についての解説資料
【化学物質製造業以外の一般的事業向け】

寺島戦略社会保険労務士事務所 所長 寺島 有紀
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化学物質管理の枠組みの
変更の背景

現在、国内で輸入、製造、使用され
ている化学物質は数万種類にのぼり、
その中には、危険性や有害性が不
明な物質が多く含まれています。化
学物質を原因とする労働災害は年
間450件程度で推移しており、がん
等の遅発性疾病も後を絶ちません。
これらを踏まえ、昨今新たな化学物
質規制の制度が導入されました。

簡単にいえば、「これまで一部
の対象物質だけだったものが、
より多くの化学物質について、
企業でリスクアセスメント等の
対応すべき義務が増えた！」と

いうことです。
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企業に課される新たな義務

2024年4月からは、新たな化学物質規制の体系が定められ、以下の内容が企業に対して義務付けられ
ることとなりました。

①化学物質管理者の選任

②化学物質管理者によるリスクアセスメントの実施とその結果に基づく措置
③その他の義務
ー皮膚等障害化学物質等への直接接触の防止
ー保護具着用管理責任者の選任の義務化
ー衛生委員会の付議事項の追加

本資料ではこれらを解説していｋます。
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①化学物質管理者の選任
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化学物質管理者の選任

化学物質管理者とは、事業場における化学物質の管理に係る技術的事項を管理する方になります

2024年4月より安衛法57条の3でリスクアセスメント等が義務付けられている危険性・有害性のあ
る化学物質（以下、「リスクアセスメント対象物」）を取り扱う全ての事業場ではその規模にかか
わらず事業場ごとに「化学物質管理者」を選任することが義務付けられたのです。
※一般消費者の生活の用に供される製品＝ドラッグストアで購入できるような掃除用薬品等事業に使わず
一般的な掃除等の際に使用する商品等 を取り扱う事業場は、対象外です。

◆選任要件

化学物質の管理に関わる業務を適切に
実施できる能力を有する者

事業場区分 資格要件

リスクアセスメント対象
物の製造事業場

専門的講習※の修了
者

リスクアセスメント対象
物の 製造事業場以外
の事業場

資格要件なし （専門
的講習等の受講を推
奨）

※専門的講習の内容

2024年4月
改正
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※参考※リスクアセスメント対象物とは

リスクアセスメント対象物とは、ラベル表示、SDS交付、リスクアセスメント実施が義務である物質のことで、厚生労働省より表示
対象物（ラベル表示義務対象物質）と通知対象物（SDS交付義務対象物質）のリストが公表されています。
※表示対象物と通知対象物は共通で、これらに該当する物質がリスクアセスメント対象物にも該当します。ただし、表示対象物と通知対象物は裾切値（裾切値
とは、製剤(混合物）中の対象物質の含有量（重量％）がその値未満の場合、ラベル表示又はSDS交付の対象とならない値のこと）が異なります。

下記のサイトから対象化学物質を検索できます。
https://cheminfo.johas.go.jp/step/1-3.html

自社がリスクアセスメント対象物を取り扱っているかをまず把握しましょう。もし取り扱っている
ようであれば、化学物質管理者の選任が必要となります！

https://cheminfo.johas.go.jp/step/1-3.html
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化学物質管理者の職務

化学物質管理者の職務は下記のとおりです。労働安全衛生法にその根拠はあれど、職務内容はかなり化
学物質の実務によった内容となっており、衛生管理者等と異なり人事労務担当者が担うことは現実的ではな
く、化学物質を取り扱う事業の現場の方に担当していただくことになるでしょう。

◆化学物質管理者の職務

• ラベル・SDS等の確認

• 化学物質に関わるリスクアセスメントの実施管理

• リスクアセスメント結果に基づくばく露防止措置
の選択、実施の管理

• 化学物質の自律的な管理に関わる各種記録の
作成・保存
• 化学物質の自律的な管理に関わる労働者への
周知、教育
• ラベル・SDSの作成（リスクアセスメント対象物の
製造事業場の場合）

• リスクアセスメント対象物による労働災害が発生
した場合の対応
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※参考※SDSとは
SDSとは安全データシート（Safety Data Sheet）の略語です。これは、化学物質および化学物質を含

む混合物を譲渡または提供する際に、その化学物質の物理化学的性質や危険性・有害性及び取
扱いに関する情報を化学物質等を譲渡または提供する相手方に提供するための文書です。 Ｓ
ＤＳに記載する情報には、化学製品中に含まれる化学物質の名称や物理化学的性質のほか、危険性、
有害性、ばく露した際の応急措置、取扱方法、保管方法、廃棄方法などが記載されます。

◆SDSの見本
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②化学物質管理者によるリスクアセスメントの実施
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リスクアセスメントの実施

リスクアセスメントとは、化学物質の危険性や有害性を認識し、事業者において労働者への危険または健康
障害を生じるおそれの程度を見積もり、リスクの低減対策を検討する一連のプロセスです。以下のステップによ
り実施すべきものとされています。

STEP1
化学物質などによる危険性または有害性の特定
リスクアセスメント等の対象業務を洗い出した上で、 安全データシート（SDS）に
記載されているGHS分類などに即して危険性または有害性を特定します。

STEP2
リスクの見積もり
危険や健康障害の発生可能性と重篤度、または有害性の程度等を考慮して、化
学物質に関するリスクを見積もります。

STEP3 リスク低減措置
策定したリスク低減措置を速やかに実施するよう努めます。

STEP4
リスクアセスメント結果の労働者への周知
化学物質の名称、対象業務の内容、特定した危険性・有害性およびそのリスク、な
らびに実施するリスク低減措置の内容を、労働者に対して周知します。

リスクアセスメントの結果と、その結果に基づき事業者が講ずる労働者の健康障害を防止するための措置の
内容等は、関係労働者に周知するとともに、記録を作成し、次のリスクアセスメント実施までの期間（た
だし、最低３年間）保存しなければなりません。

2024年4月
改正
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労働者がリスクアセスメント対象物に
ばく露される濃度の低減措置【義務】

①労働者がリスクアセスメント対象物にばく露される程度を、以下の方法等で最小限度にしなければなりませ
ん。
ⅰ 代替物等を使用する
ⅱ 発散源を密閉する設備、局所排気装置または全体換気装置を設置し、稼働する
ⅲ 作業の方法を改善する
ⅳ 有効な呼吸用保護具を使用する

②リスクアセスメント対象物のうち、一定程度のばく露に抑えることで労働者に健康障害を生ずるおそれがな
い物質として厚生労働大臣が定める物質（濃度基準値設定物質）は、労働者がばく露される程度を、
厚生労働大臣が定める濃度の基準（濃度基準値）以下としなければなりません。

③①②に基づく措置の内容と労働者のばく露の状況を、労働者の意見を聴く機会を設け、記録を作成し、
３年間保存しなければなりません。
※がん原性のある物質として厚生労働大臣が定めるもの（がん原性物質）は30年間保存

ばく露低減措置等の一環として、リスクアセスメント対象物による健康影響の確認のため、事業者は、労
働者の意見を聴き、必要があると認めるときは、医師等（医師または歯科医師）が必要と認める項目
の健康診断を行い、その結果に基づき必要な措置を講じなければなりません。健康診断を実施した場合
は、その記録を作成し、５年間（がん原性物質に関する健康診断は30年間）保存しなければなりませ
ん。

2024年4月
改正
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③その他の義務



Copyright 🄫2024 TERASHIMA STRATEGIC HR OFFICE 13

皮膚等障害化学物質等への
直接接触の防止

皮膚・眼刺激性、皮膚腐食性または皮膚から吸収され健
康障害を引き起こしうる化学物質と当該物質を含有する製
剤を製造し、または取り扱う業務に労働者を従事させる場
合には、その物質の有害性に応じて、
労働者に障害等防止用保護具を使用させなければなりませ
ん。

① 【義務】健康障害を起こすおそれのあることが明らかな物
質を製造し、または取り扱う業務に従事する労働者

保護眼鏡、不浸透性の保護衣、保護手袋または履物
等適切な保護具を使用する

②【努力義務】 健康障害を起こすおそれがないことが明らか
なもの以外の物質を製造し、または取り扱う業務に従事する
労働者
（①の労働者を除く）

保護眼鏡、不浸透性の保護衣、保護手袋または履物
等適切な保護具を使用する

2024年4月
改正
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保護具着用管理責任者の
選任の義務化

①有効な保護具の選択
②労働者の使用状況の管理
③その他保護具の管理に関わる業務

2024年4月
改正

化学物質管理者を選任した事業者で、労働者に保護具を使用させるときは、選任事由発生から14日以
内に保護具着用管理責任者の選任が義務となりました。労働安全衛生法にその根拠はあれど、職務内容
はかなり実務によった内容となっており、衛生管理者等と異なり人事労務担当者が担うことは現実的ではなく、
化学物質を取り扱う事業の現場の方に担当していただくことになるでしょう。

◆選任要件

保護具に関する知識及び経験を有すると認めら
れる者
※ 「保護具に関する知識及び経験を有すると認
められる者」には、次に掲げる者が含まれます(施
行通達の記の第４の２（２）①から⑥までに定
める資格を有する者)
① 化学物質管理専門家の要件に該当する者
② 作業環境管理専門家の要件に該当する者
③ 労働衛生コンサルタント試験に合格した者
④ 第１種衛生管理者免許又は衛生工学衛

生管理者免許を受けた者
⑤ 作業主任者
⑥ 安全衛生推進者等講習を受講した者 等

◆職務
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衛生委員会の付議事項の追加

衛生委員会の付議事項に、①～④の事項を追加し、化学物質の自律的な管理の実施状況
の調査審議を行うことが義務付けられました。

① 労働者が化学物質にばく露される程度を最小限度にするために講ずる措置に関すること
② 濃度基準値の設定物質について、労働者がばく露される程度を濃度基準値以下とするために講ずる
措置に関すること
③ リスクアセスメントの結果に基づき事業者が自ら選択して講ずるばく露低減措置等の一環として
実施した健康診断の結果とその結果に基づき講ずる措置に関すること
④濃度基準値設定物質について、労働者が濃度基準値を超えてばく露したおそれがあるときに実施した
健康診断の結果とその結果に基づき講ずる措置に関すること

※ 衛生委員会の設置義務のない労働者数50人未満の事業場も、労働安全衛生規則（安衛則）第
23条の２に基づき、上記の事項について、関係労働者からの意見聴取の機会を設けなければなりません。

2024年4月
改正
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※参考※
がん等の遅発性疾病の把握強化等
【2023.4月改正分】

①がん等の遅発性疾病の把握強化等

化学物質を製造し、または取り扱う同一事業場で、１年以内に複数の労働者が同種のがんに罹患したこと
を把握したときは、その罹患が業務に起因する可能性について医師の意見を聴かな
ければなりません。
また、医師がその罹患が業務に起因するものと疑われると判断した場合は、遅滞なく、その労働者の従事
業務の内容等を、所轄都道府県労働局長に報告しなければなりません。

②がん原性物質の作業記録の保存
リスクアセスメント対象物のうち、労働者にがん原性物質を製造し、または取り扱う業務を行わせる場合は、
その業務の作業歴を記録しなければなりません。また、その記録を30年間保存しなければなりません。
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おわりに

化学物質管理については、弊所でも化学物質自体に専門性がなく、現場実務等に精通した専門家と提携
しております。リスクアセスメントをどういった粒度で実施していくのか等含め、化学物質管理の詳細をご相談さ
れたい企業様については下記のトトロエコンサルティング様をご紹介しておりますのでお気軽にご相談ください。

株式会社トトロエコンサルティング
代表 松井 正義（Masayoshi Matsui）
https://toto-hp.com

1990年に大手総合化学メーカー（現：東証プライム上場企業）に入社。同社での計
33年間のキャリアの前半は、通算19年間、化学物質の有害性評価研究に従事。キャリ
アの後半は、通算17年間、研究管理業務に携わり、労働安全衛生業務に通算10年、
各種化学物質管理業務に通算13年、危険物保安監督者業務に通算7年、電離放
射線管理業務に通算16年、保安防災管理業務に通算10年など、多岐に渡る管理業
務を統括管理。

2023年に円満退職（定年扱い）。同年、労働安全衛生のコンサルティングを事業とす
る株式会社トトロエコンサルティングを設立し代表取締役に就任。

多様なハザードによる職業性疾病の診断・予防に精通すると共に、2024年4月に大改
正された労働安全衛生法令における化学物質の自律管理では専門家として強みを発
揮。一方、2022年4月から働きながら産業医科大学大学院医学研究科産業衛生学
専攻の大学院生となり、安全衛生委員会のような現場でのより良い意思決定のサポート
を目的とした社会科学的なアプローチでの研究にて修士号（産業衛生学）を取得。
主な資格
・CIH労働衛生コンサルタント
・作業環境測定士
・衛生工学衛生管理者
・両立支援コーディネーター
・バイオセーフティ主任管理者
・産業保健法務主任者（メンタルヘルス法務主任者）

https://toto-hp.com/
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